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カンボジア日本人会プノンペン補習授業校
　　運営規則　　
第1章 総　則
第1条 名称
本校は、カンボジア日本人会プノンペン補習授業校（以下「補習校」と称する）という。英文名は、Japanese Supplementary School of Phnom Penh という。
第2条 趣旨
本校は、補習校を円滑に運営する為カンボジア日本人会プノンペン補習授業校運営委員会規約（以下「運営委員会規約」という）に基づきカンボジア日本人会プノンペン補習授業校運営規則（以下「運営規則」と称する）を定める。
第3条 設立及び廃校
本校は、カンボジア日本人会（以下「日本人会」と称する）によって設置及び廃校される。
第4条 運営主体
本校の運営は、カンボジア日本人会役員会（以下「日本人会役員会」と称する）によって任命された運営委員会が行う。運営委員会は、学校運営に関わる重要事項を学校の運営主体として審議し、決定する。
第5条 運営の目的
本補習校は、カンボジア日本人会の家族会員となっている子女の教育を主たる目的とする。また、本校は、日本政府から補助金を受け、文部科学省が定める「補習授業校のための指導計画作成指導」に従い、その子女の日本語での学力の維持のために初等、中等教育を主体として設置している教育施設である。よって、家庭で日本語教育をしていることを前提に、これを補助し、日本の学校における教科の一部の授業を行いながら、柔軟な対応をもって、日本の教育習慣の習得や日本語能力の維持、向上を目指すものとする。
また、日本とカンボジア両国の架け橋となるよう、その両文化を理解させることに努め、生きていくための社会性をはぐくむことを目的とする。
第2章 運　　営
第6条 運営組織
運営組織は、本規則第４条に規定された運営委員会より成る。なお、運営組織図は、別添付録－１のとおり。
第7条 保護者会
1． 本規則に規定する「保護者会」は、「運営委員会規約第１２条」に規定するものをいう。
2． 保護者会は、補習校に在籍する児童生徒の保護者により構成される。
3． 保護者会は、保護者より代表（会長及び数名の役員）を選出し、運営委員会の承認を得る。上記代表のうち４名は、日本人会役員会によって、運営委員に任命される。
4． 保護者は、保護者会代表の指示に従い、分担して補習校業務及び活動等を行う。詳細業務及び活動内容については、保護者会がこれを定め、運営委員会の承認を受けることとする。
第8条 教師会
1． 本規則に規定する「教師会」は、「運営委員会規約第１３条１項」に規定するものをいう。
2． 教師会は、本補習校に在籍する児童生徒を対象に補習校で教室学習に従事している教師により構成される。
3． 教師会には、代表１名を置く。但し、教師会代表は、本条２項に規定する教師より選出し、運営委員長及び校長の承認を得るものとする。
4． 補習校に於ける教師の待遇、職務分掌、任免等については、別途定める「教師規則」に従う。
5． 「教師規則」は、運営委員会が起案し、日本人会役員会の承認を得るものとする。
6． 上記代表を含む２名が、日本人会役員会によって、教師会より運営委員に任命される。
第9条 校長
1． 校長は、日本人会役員会によって任命され、運営委員会に出席し、運営委員と協力して、補習校全体の健全な運営を図る。
2． 校長の報酬については、運営委員会にて必要と認められた場合に限り、運営委員会に於いて起案し日本人会役員会の承認を得るものとする。
第10条 事務員
1． 運営委員会規約第１１条及び本規則第２６条に規定する「事務局」に専属の事務員を置くことができる。
2． 事務員は、原則として補習校関係者（保護者、教師、運営委員等）以外より選出し運営委員会の承認を得る。
3． 事務員の業務内容、業務時間、報酬等は、別途本人と協議し運営委員会の承認を得る。
第３章　管　　理
第11条 会計
1． 新年度予算は、運営委員会において起案し、日本人会役員会において承認を得るものとする。
2． 運営委員会は、年度末決算を、会計監査後、日本人会役員会に報告し、承認を得る。
3． 日本人会総会で、会計報告を行う。
4． 日本人会役員会は、必要に応じて、監査を行うことができる。
5． 補習校業務及び活動に必要な物品の購入は、別途運営委員会が定める購入申請手続に従い、これを行う。但し、以下に記載する物品の購入については、事前に、運営委員１名及び校長又は運営委員長の承認を得ることとする。また、寄付金、慶弔金等の支出を行う場合も、事前に、運営委員１名及び校長又は運営委員長の承認を得ることとする。但し、運営委員会規約に規定する権限、決定事項に関係する支出はそれに従う。
1） 消耗品で一度に1品５０ドル以上の購入を行う場合
2） 金額に関係なく備品等耐久製品を購入する場合
第12条 事業年度
補習校の事業年度は、４月１日に始まり翌年３月３１日満了する。
第13条 施設などの貸与
6． 補習校が現在賃借している施設は、原則として、第三者のへ貸与は行わない。但し、日本人会役員会が認めた日本人会の活動に利用する目的で使用する場合は、この限りではない。
7． 諸事情により、第三者へ貸与する場合は、事前に、運営委員会の承認を得るものとする。
第14条 防災・警備
1． 運営委員会は、防災・警備の計画を作成し、保護者会、教師会が協力してそれを実行する。
2． 生徒児童の送迎は、保護者が校内で行うことを原則とし、保護者以外の送迎者は、門の外で指定のＩＤカードを警備の警官に提示する。
3． 補習校内への出入りには、日本人会会員証を提示する。
4． 補習校は、最善の危機管理に勤め、門外で危険が察知された場合は、児童生徒は校内待機とするが、通常の状況において生徒児童を引き渡す前後の門の外での安全責任は、保護者が負うものとする。
5． 補習校は、補習校内及び課外活動中には、安全確保に最善を尽くし、児童生徒にも安全に留意する指導を行うが、不慮の事故などがあった場合、速やかに保護者に連絡する。但し、事故、災害等による障害等に関して補習校は責任を負わないこととし、医療費等は全額保護者が負担するものとする。
6． 通学・通勤途中の、また教育活動中に事故が発生した場合、保護者及び教師は、速やかに事務局に報告し、事務局は、妥当な安全対策を速やかに検討、実行するものとする。
第４章　学年及び学期、授業日及び休業日
第15条 設置学年・学期
1． 本校は、幼稚部、小学部、中学部をもって構成する。
2． 授業年度は、４月１日から、翌年の３月３１日までとする。１年を３学期に分ける。
3． 学級編成は、日本国の学制に準じて学齢別に学年、学級を構成するが、教育効果が向上すると認められる変則的なクラス編成、生徒児童の学年の変更なども検討し、校長及び運営委員長が決定し、運営委員会に報告する。
　　　　
第16条 授業日・休業日
1． 授業日は主として週１回土曜日とし、毎年、校長及び運営委員長が決定し、運営委員会に報告する。但し、年間３８日前後とし、補習校の認定に必要な条件である最低３５日を下回らないものとする。日本人会の行事への参加は、授業日と数えない。
2． 休業日は、日本の学校とカンボジアの状況を踏まえ、運営委員会において決定される。
通常の休業日は以下のとおりとする。

（１）カンボジアの長期祝日が土曜日と重なる時

（２）夏季休業　６月から８月にかけての５～６週
　　　　（３）冬季休業　１２月から１月にかけての２～３週
　　　　（４）春季休業　３月から４月にかけての２週
3． 異変、伝染病、その他の緊迫した事情のある時は、校長と運営委員長が協議の上、臨時に授業の停止、休校を決めることができる。
　
第５章　教育課程
第17条 幼稚部
幼稚部は、小学部就学前に日本語環境下で集団学習をしたり、遊んだりする等協調性を身に付けると共に、ひらがなの読み書きを習得させることを目標とする。
第18条 小中学部
1． 授業は、土曜日半日とする。国語、算数（数学）を基本とし、理科、社会も取り入れ、音楽、体育、図画工作も総合学習として、全体の活動の中に織り込んでいく。
2． 内容は、大まかには日本国の指導要領に沿うが、クラス、生徒の実態を考慮し、担当教師が決定する。子供たちの興味を引き、家庭での学習の補助となる内容であることを目標とし、必ずしもすべての単元を教えるものではない。
3． 児童生徒の自主性を重んじ、生徒会活動を認め支援する。
第19条 日本人会行事への参加
　　日本人会の行事への参加を、保護者会、教師会は、協力して積極的に行う。
第６章　入校・退校・授業料等
第20条 授業料等
1． 入校金はなく、施設管理維持費を含めた運営に必要な経費を、授業料として保護者から徴収する。
2． 授業料は、年間授業料を１２ヶ月に分け、学期初めの４月、８月、１月に当該学期分を徴収する。
3． いったん納入された授業料は、原則として返却しない。
4． 中途入校者は、入校月以降の授業料を本条第１項及び第２項の規定に従い納入する。
5． 事前に、退校時期が分かっている場合は、その月までの授業料を納入する。
6． 学期中に当該学期分の授業料の納入がない場合は、次学期の登校の継続はできないものとする。
7． 授業料は、会計上の主たる収入となり、補習校運営費にあてる。
8． 毎年、その年度の授業料収入の５％を、設備準備金（引越準備金・施設修理代など）として積み立てるものとする。但し、その年に特別支出が発生し補習校運営する上で積み立てが不可能と運営委員会が認めた場合はこの限りではない。
9． 授業料の金額は、運営委員会が決定し、生徒数の変化、会計の状況に応じ、年度ごとに変更することができる。
10．上記授業料とは別に、教材費等を徴収することがある。教材費等の金額、徴収対象、徴収時期等は、運営委員会がこれを決定する。
第21条 入校資格及び入校許可
1． 入校許可は、校長及び運営委員長が行う。但し、校長と運営委員長の裁定に異議が生じた場合は、運営委員会にて協議し入校可否の裁定を行うものとする。入校希望日と、入校を決定した日以後の最も早い開校日の、いずれか後のほうをもって入校予定日とする。
2． 入校資格は、日本人会家族会員又は、賛助会員の子女で、下記に掲げる条件に該当するものとする。
1） 保護者及び児童生徒は、本校の運営趣旨、目的及び本規則を遵守する。
2） 入校者は、原則として本邦就学学齢に相当した学年に入校し、それに応じたある程度の日本語力を有するものとする。
3） 原則として、保護者のうち少なくとも１人は、日本国籍を有するものとする。但し、保護者が、本規則を十分理解し、補習校からの連絡、指示・伝達事項を理解し、事務局並びに他の保護者とのコミュニケーションがとれる場合はその限りではない。
3． 1学級の受け入れ数は、施設の規模及び教師の数等の理由で、運営委員会の承認を得、制限をもうけることができる。第１項及び前項により入校許可が得られた子女であって、かつ、この制限をもうけた学級への編入が本規則第１５条第３項に従い決定された子女については、入校希望日の早い順に優先的にその入校希望日をもってその入校予定日とし、入校希望日が同一の子女どうしについては、本規則第２２条第１項に定める有効な入校申請（電子メールによるものを含む。）の早い順に優先的にその入校希望日をもってその入校予定日とし、制限を超過してその入校希望日をもってその入校予定日とすることができない子女については、その入校希望日の次の開校日をもって新たにその子女の入校希望日とし、その入校希望日をもってその入校予定日とすることができるまでこれを繰り返す。
4． 学級の人数に余裕があるときは、月単位の授業料で、既存のクラスに、聴講生を受け入れることができる。但し、聴講生は、本条の「入校資格」に準じ、校長及び運営委員長の承認を得るものとする。
5． 前項の承認について校長と運営委員長の裁定に異議が生じた場合は、運営委員会にて協議し入校可否の裁定を行うものとする。
第22条 入校・退校
1． 入校（中途入校含む）を希望する子女については、指定の入校申込書により入校申請を行うものとする。このとき、あわせて入校希望日を申請することができる。入校希望日を申請しないときは、有効な入校申請の日をもって入校希望日とする。実際の入校予定日は、本規則第２１条に定める手続きを経て決定されるものとし、したがって入校希望日と同一にならないことがある。入校予定日が決定した子女については、本規則第２０条に規定する授業料等をすみやかに納付するものとする。入校予定日が決定した子女が、その日から３０日以内に入校しなかった場合、またはその期間内の開校日にまったく登校しなかった場合には、その入校申請の受理と入校許可を取り消し、その入校希望日及び入校予定日を無効とする。
2． 出席停止について、校長及び運営委員長は、感染症にかかっている、又はかかっている疑い、かかるおそれのある児童生徒があるとき、出席を停止することができる。出席停止の期間の基準については学校保健安全法施行規則によるものとする。
3． 退校する場合は、事前に所定の用紙に記入し、事務局に提出する。
4． 在籍者、転校・退校者に対しては、必要に応じて、在学証明書を校長の名前で発行する。
5． 補習校の運営、授業を著しく妨げると運営委員会が判断した保護者及び児童生徒に関しては、校長および運営委員長が、児童生徒の退校を命じることができる。但し、授業料は、第２０条３項の規定にかかわらず、月割計算にて残りの月数を返還する。
6． １ヶ月以上連続して休む場合は、必ず事務局に連絡するものとする。連絡が無く１ヶ月以上休んだ場合は、授業料納付期間内であっても退校とする。但し、校長又は運営委員長の承認を要する。またその場合、授業料の返還は行わない。
7． 本条５項の期間中、補習校は、本規則に規定された補習校の連絡事項の伝達義務は負わない。
第23条 保護者の報告義務
1． 授業を欠席する場合は、事前に担任教師又は、事務局に連絡するものとする。
2． 遅刻、早退する場合は、必ず担任教師及び事務局へ連絡するものとする。
3． 住所、電話番号、メールアドレスなど変更した際には、遅滞なく、その旨を事務局に報告するものとする。
第７章　学習の評価
第24条 学習の評価と修了証
１、担任教師は、各授業の記録をつけ、３学期の終業式に在籍している小学部、中学部の児童生徒に関して、学習の到達度の評価を記入した修了証を作成し、必要な指導を行う。
第25条 卒業証書
　　１、３学期の終業式に、在籍している幼稚部、小学部、中学部の卒業生に対して、それぞれ、卒業証書を授与する。
第8章 事務処理
第26条 事務局
1． 事務局は、運営委員会規約で選任された事務局長及び本規則第１０条に規定された事務員より構成される。
2． 事務局は、前条に規定された構成員により、本校の実務を遂行する。
3． 事務局は、本規則第２７条に規定する補習校記録物の管理、保管責任を負う。
第27条 事務局で作成保管する記録物
１、永久特別長期保存　　
各年度学籍簿・卒業生台帳
職員台帳
　

学校要覧（学校沿革史を含む）
２、常用更新　　　


児童生徒住所録
　　

児童生徒在籍学校一覧
連絡網
緊急時対応一覧（各教室に置く）
３、運営関係規約　常時更新し、過去のものは５年保存
　

運営委員会規約
運営規則
教師規則
３、長期保存（２０年以上）


運営委員会議事録
　

学校通信
　

各種配布物
予算・決算書
４、１０年保存


海外子女教育財団提出書類


各種申請、調査書類
保護者会、教師会議事録
　　
５、５年保存
　

入校退校届け
　　

児童生徒出席簿
　　

教師出勤簿
　　

学級記録
　

教師履歴書
　

年間授業計画


生徒児童調査票
第9章 規約・規則等
第28条 本校は以下３つの規約規則を有する。
1． 運営委員会規約
2． 運営規則
3． 教師規則
第29条 規約・規定の改訂
1． 運営委員会規約の改訂等は、運営委員会規約に規定される。
2． 運営規則の改訂等は、日本人会役員会の承認をもって有効とする。
3． 教師規則の改訂等は、日本人会役員会の承認をもって有効とする。
第30条 発効並びにその他
1． 本規則は、下記の記載日より発効する。但し、本規則及び付録に改訂等変更が生じた場合は、本規則第２９条２項の規定に従い発効日を随時追記載し、本項最終号の記載日を最新版とする
本規則は、プノンペン補習授業校が開校した日（２００１年４月１日）より発効する。
本規則は、２００６年４月１日改訂、同日より発効する。
本規則は、２００７年９月３０日改訂、同日より発効する。
本規則は、２００８年４月１日改訂、同日より発効する。
本規則は、２００９年６月１１日改訂、同日より発効する。
本規則は、２０１３年７月２４日改訂、同日より発効する。
本規則は、２０１４年３月８日改訂、同日より発効する。
本規則は、２０１４年１１月１３日改定、同日より発行する。
　
2． 本規則に規定する以外の事案が発生した場合は、別途運営委員会にて協議し、決定する。但し、事案内容によっては、運営委員会より日本人会役員会へ承認を求める。
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